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一　は　じ　め　に
　一般に、動態論を「貸借対照表を成果計算の手段」と規定するという見解1）と、「損益計算書を重
視する学説」とする見解2）があるように思われる。両方とも一面鋭く規定していながら、その接点が
どこにあるのか明確ではない。このことは、そもそもシュマーレンバッハ理論のあいまいさに根ざし
ているように思われる。そこで、シュマーレソバッハ（Eugell　Schmalenbach）の後継者であるコジ
オール（Erich　Kosiol）の収支的貸借対照表論（Pagatorische　Bilanz）について、シュマーレソバッ
ハ→ワルプ→コジオ・一一ルと流れるケルン学派において展開されてきた、いわゆる成果動態論に限って
検討を加えたい。
　周知のように、コジナール理論は緻密であり、シュマーレソバッハにおいてあいまいであった部
分、あるいは研究対象とされなかった部分をも規定している。コジオールの収支的貸借対照表論は、
すでに幾多の論文において紹介・研究・批判されてきた3）。しかしながら、これらの論文は、コジオ
ールの「貸借対照表の形式的構造と実質的内容」（Formal　Aufbau　und　Sachinhalt　der　Bilanz　In：
Wirtschafts．lenkung　und　Betriebswirtschaftslehre，　Leipzig　1940）や「貸借対照表改革と統一貸借
対照表」（Bilanzreform　und　Einheitsbilanz，2　Aufl，　Berlin・Stutgart　1949）から「収支的貸借対照
表論」（Pagatorische　Bilanz　In：Lexikon　des　Kaufmannischen　Rechnungswesens，2　Aufl，3Bd。
Stuttgart　1956）を中心に議論されている。けれども、コジオールはその後、1964年に「簿記と貸借
対照表」（Buchhaltung　und　Bilanz，　Walter　de　Gruyter＆Co，　Berlin，1964）を発表した。この間
の理論的発展は、高田正淳教授によれば「1964年の新版の内容は、根本的に収支的貸借対照表論を変
えたものととることはできない。」4）とされている。はたしてそうであろうか。たしかに、収支的貸借
対照表の形式的構造については、ほとんど変化がみられず、同一のものであると見なしうるのである
が、それでもなお、理論的にコジナール理論は深化・発展していったと考えられるのである。そこ
で、この「簿記と貸借対照表」を通してこの過程を後づけ、さらにThe　International　Journal　of
Accounting誌に載せられた一連の論文、特に「財務上の成果決定に関する収支的理論への公理的接
近」（An　Axiomatic　Approach　to　the　Pagatoric　Theory　of　Financial　Income　Determination，
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The　International　Journal　of　Accounting，　Vo1・15，　NL　2，1970．）（以下この論文を「公理的接近」
と呼ぶ）への展開を検討しよう。
　結論を先に言えば、「収支的貸借対照表論」から「簿記と貸借対照表」への発展を通して二つの方
向における深化が観察される。それは、いわば形式的深化と実質的深化である。実質的深化として
は、収支的貸借対照表としての在高貸借対照表の地位の強化と、貸借対照表理論と複式簿記理論ない
し勘定理論との関連の明確化が挙げられる。また形式的深化としては、「簿記の行列表示」という節
にもみられるような、収支的理論を数学の行列の方法を用いて表示しようとする試みである。またこ
の方向は、さらに「公理的接近」へ深化していくのである。このように、収支的理論の形式的構造は
変わらないにしても、実質的には理論深化がみられると考えるのである。以下、収支的貸借対照表論
の計算構造の側面に関して、この二方向について検討しよう。
1）　この見解は、以下のような著作にみられる。
　　「財産計算に重きをおき、これを主要目的とみるのが静態論であり、損益計算を眼目として貸借対照表を
　　その手段と解するのが動態論である。」（岩田巌「利潤計算原理」p．172．）
　　「シュマーレンバッハの問題は、年度貸借対照表を損益貸借対照表と規定し、財産計算の限界を通じて、
　　これを損益計算の手段として、新生させることであった。」（谷端長「動的会計論」p．4．）
2）　この見解は、ケーファー（Karl　Ktifer）等に見られる。
　　「ドイッにおいては、貸借対照表動的観が展開されてきた。この見解では、貸借対照表の主要な目的は利
　　益の決定である。・・…損益計算書が最も重要な財務諸表としての貸借対照表にだんだんと代って行った。」
　　（K・ケーファー著安平昭二訳「複式簿記の原理」p．62．）
3）　以下の文献参照。
　　爲村剛雄「資産会計論」中央経済社　昭41。
　　高田正淳「財務会計論」森山書店　昭40。
　　武田隆二「貸借対照表資金論」同文館　昭37。
　　谷端　長「動的会計論（増補版）」森山書店　昭43。
　　山下勝治「貸借対照表論」中央経済社　昭42。
　　戸田義郎「コジオール損益計算論の勘定理論的吟味」国民経済雑誌第103巻第3号　昭36。等々
4）　高田正淳訳著　前掲書（パガトリッシェ貸借対照表論概観）p．6．
ニ　コジオール理論の実質的深化
　「収支的貸借対照表論」から「簿記と貸借対照表」に至る過程において、たしかに形式的構造にお
いて、論理の展開・用語の概念などにおいてほとんど変化はない。それゆえ、ここでは形式的構造の
具体的記述は省略しD、その深化・展開のみを取扱うことにする。もちろん「収支的貸借対照表論」
は会計辞典の一項目であり、紙数の制限など、収支的理論のエッセソスしか記述できないという事情
はあるにせよ、八年後の「簿記と貸借対照表」においては、現実をいっそう考慮に入れて、具体的に
収支的理論を展開していることが注目される。表面的に見れば、「簿記の分類（Gliederung　der
Buchhaltung）」「収支的簿記の目的（Zwecke　der　pagatorischen　Buchhaltung）」「貸借対照表の概念
と種類（Begriff　und　Arten　der　Bilanz）」「収支的成果計算の拡張（Auswertung　der　pagatorischen
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Erfolgsrechnung）」「簿記理論、勘定理論と貸借対照表理論（Buchhaltungs・，　Konten・und　Bilanzthe・
orien）」なる章が加わり、形式的構造だけでなく、より精密な理論として展開していったことがうか
がえる。また形式的構造についても具体的記入例を示すなど、より論理的・具体的に展開してってい
る。
　コジオールは、簿記ないし貸借対照表についてさまざまな種類とその役割について触れているわけ
であるが、ここでは実質的な深化について、複式簿記の地位の強化と在高貸借対照表の意義づけの強
化の二点にしぼって論を進めよう。
，第一一iに、複式簿記の説明について、組織的単式簿記（die　systematische　eintache　Buchhaltung）か
ら複式簿記への理論的展開からみてみると、「組織的単式簿記は理論的な基礎であり、この基礎から
複式簿記が派生しうるのである。このことは、成果作用的な収支過程（Zahlungsvorgang）と一致し、
なおかつそれ自身のうちに同様に組織的な第二番目の決算組織の接合を通して行なわれる。複式簿記
は組織的単式簿記の拡張と完成を表示する。」2）と述べている。周知のように、コジオールは組織的単
式簿記から議論を進めるという、独特の方法を用いているわけであるが、さらにここで、その展開の
必要性について述べている。「確かに、組織的単式簿記は貸借対照表において正しい期間成果を決定
するが、ただ総括した成果決定計算（summarische　Erfolgsermittlungsrechnung）にとどまってい
る。成果は、ただすべての収支勘定の単一の残高として現われる。それとともに、組織的単式簿記に
は、成果生成を企業過程の費用および収益構成要素から説明したり、このことを確実にする詳述され
た成果計算が欠けている。」3）このような欠陥を除くために、いわゆる製造勘定（Erzeugungskonten）
あるいは成果勘定（Erfolgskonten）を必要とする。「複式簿記はこのような欠陥を除去する。二面的
な平行して経過する成果計算を、収支勘定の上にすでに存在している成果作用的な収支のすべての記
帳についての反対記入を通して維持する。……このようにして、費用支出（Aufwandsausgabe）と費
用ないし収益収入（Ertragseinnahme）と収益は一致する。」4）このように、組織的単式簿記において
一面的にしか記帳されなかった取引のもう一面を費用および収益の勘定で記帳することによって、す
べての取引は二面的に記帳される。また、ここで注意しなければならないことは、コジオールのいう
収益収入、費用支出とは、貸借対照表概念であり、シュマーレンバッハのそれとは異なるということ
である5）。
　かくして、r成果は両方の締切りにおいて分離し、それゆえ独立に決定される。それにもかかわら
ず区別が存する。組織的単式簿記はそれ自身のみで遂行されうる。すなわち、独立の組織である。こ
れに反して費用収益計算は、それ自身のみでは展開されえない。費用収益計算は組織的単式簿記を前
提とし、このことから反対記帳を通して得られるものであり、それゆえ従属している組織である。こ
のゆえに、結果の調和が説明される。」6）ことになるが、「両方の成果計算の独立性（貸借対照表と損
益計算書における）は、実質的な従属性（前者による後老の）にもかかわらず、成果残高の繰り越し
を基礎にして、両方の部分組織の上位関係と下位関係がたがいに存するという仮定を禁ずる。」7）と述
べている。このことは、理論的にはあくまでも費用収益計算は従属計算であるが、費用収益計算によ
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って得られた損益を貸借対照表に繰越すという形式的な従属関係にあるのではない、ということを強
調している。このことは、まさにシュマーレンバッハが「締切り計算において優先されるのは、貸借
対照表ではなくして損益計算書（Gewinn・und▽erlustrechnung）である。損益計算書が貸借対照表
の内容を決定するのであって、貸借対照表が損益計算書の内容を規定するのではない。」8）と言ったと
ころのものを越え、収入支出計算に基礎をおく収支理論を展開しているのである。
　第二に、在高貸借対照表の意義づけについて考察しよう。コジオールは形式的構造のなかで、収支
計算に基礎をおく組織的単式簿記のうちに、すでに運動貸借対照表（Bewegungsbilanz）在高貸借対
照表（Besttindebilanz）、変動貸借対照表（Veranderungsbilanz）の存在を認めている。貸借対照表の
原形は、差引計算されない収入と支出にその本源的内容を有する運動貸借対照表9）なのであるが、在
高貸借対照表についても、進んで次のように述べている。「けれどもも、実務的には、繰越しを編入
することは前期の成果を容易に把握することを可能にするために、そして繰越しを通して期間継続性
（Peliodenkontinuitat）を次の期に維持するために、なくてはならない、あるいは少なくとも、目的
にかなったものである。繰越しやそれに応じた運動量が、同時に起こる決算のもとに積極的な構成要
素や消極的な構成要素に要約されると、商法上必要とされ、公示において広く行なわれているような
在高貸借対照表が生じる。また在高貸借対照表は収支過程の記帳から生ずる。それゆえ、すべての貸
借対照表在高は収支的特徴を持っている。」且o）として、収支的理論において、在高貸借対照表の意義を
説明しているが、これは明らかに、古い静態論の主張するところの在高貸借対照表とは、その性格を
異にするものである。貸借対照表形式は以下のように示される11）（図1）。
　　　　　　　　　　　　　　図1収支的在高貸借対照表（基本形式）
　　　　　　　　　　　　積　極　　　　　　　　　　　　　　消　極
1　収入在高
1
2
現金ないし預金
＝＝ｻ金在高
債権＝収入前取
H　支出対価
3　貯　蔵
1　支出在高
　1　債務＝支出前取
H　収入対価
　2　留　保
残高＝期間成果
　さらに，コジオールは、「収支的成果計算の実質的内容」という章で、具体的な展開を始める。．r貸
借対照表項目は、形式的に収入と支出として示される。収支的意味における財産は、収入在高と支出
対価（戻し収入）である。……今や、このような財による実質問題を顧慮して、貸借対照表の陳述能
力（Aussagefahigkeit）が問題である。」12）そして、「財産と資本が異った貸借対照表側面に表われ、
それゆえ借方在高と貸方在高は対立するという差異が顧慮される。このような在高を、積極勘定は左
から右へ計算し、消極勘定は右から左へ計算する。それゆえ、記帳の解釈が生じる。積極勘定（現
金、債権、貯蔵）へは、
　　　　　　　　　　借　　方＝増　　加　　　　　　貸　　方＝減　　少
を意味し、消極勘定（債務・留保）へはこれに対して逆に、
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　　　　　　　　　　借　　方＝減　　少　　　　　　貸　　方一増　　加
が意味される。」13）
　収入在高は、いわゆる名目財産と呼ばれるすべての名目財を表示し、支出対価は、いわゆる実質財
産と呼ばれるすべての実質財を表示する14）。そして資本については、「資本は企業の外からもたらさ
れた資本提供者に支払い義務ある抽象的な財貯蔵性を表わす。」15）とし、支出在高は支払義務あるすべ
ての名目財を表わし、収入対価は支払義務あるすべての実質財を表わす16）。また、「決算技術的に調
和して、前支出と償還収入を受け入れる債務勘定が、他の基礎から自己資本と他人資本として分割さ
れるということは、決して妨害にならない。」17）と述べているように、自己資本と他人資本を区別して
表示する。かくして、次のような貸借対照表形式が示される18）（図2）。
　ここにおいて、「収支的貸借対照表論」における、財産および資本計算としての収支的在高貸借対
照表（図3）19）と比べれば明らかなように、収入在高・支出在高・支出対価・収入対価という用語は
後退し、名目財産・名目債務・実質財産・実質債務という用語が前面に押し出されている。
　　　　　　　　　　　　　図2　財産及び資本貸借対照表（在高貸借対照表）
1　名目財産
　　（金融財産）
　1　現金財産
　　　（現金・預金）
　2　信用財産
　　　（貨幣債権）
ll実質財産
　　（有形のおよび無形の物質財
　　　　’　　産また実質財での債権）
　　図3
財　産
1　名目債務
　　（金融債務、支払義務ある名
　　目財）
　1　参加資本
　　　（自己資本）
　2　借入資本
　　　（他人資本、負債性引当金）
ll実質債務
　　（物質債務、支払義務のある
　　実質財）
財産及び資本の計算としての収支的在高貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資　本
1　収入在高
　　＝金融財産（正規の財産）
　1　現金および預金
　2　債　権
H　支出対価
　　＝物的財産（実質財産）
　3　貯　蔵
1　支出在高
　　＝金融負債（正規の負債）
　1　参加資本（自己資本）
　2　借入資本（外部資本）
H　収入対価
　　＝＝物的負債（実質負債）
　　残高＝利益（自己資本）
　そして、「財産および資本計算は収入と支出との必然的な帰結である。……積極と消極との内容は
収入と支出を通して形成される。貸借対照表財産と貸借対照表資本とは、収支的に定義された概念で
あり、明白にきっぽりと決められている。」20？として、在高貸借対照表を積極的に意義づけながらも、
ここでは明らかに、従来の財産目録から貸借対照表を導こうとする古い静態論とは意を異にしている
のである。さらに、成果決定と在高表示との許容性の問題について、「成果貸借対照表の積極と消極
はまた、財産と資本の表示であり、そのなかから、限られた範囲において、状態や状態関係について
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の貸借対照表分析的、貸借対照表批判的な熟慮が演繹される。……けれども、ここにおいて積極と消
極は、その実質的範囲やその評価に関して、収支的成果計算の特色を通して一第一位の計算目的を
通して一規定されるということを顧慮した。このことの結果として生ずる制限の顧慮のもとに、成
果貸借対照表の成果計算的な（動的な）考察と在高計算的な（静的な）考察とは、全体として調和的
なものである。」21）として、収支的理論においては、あくまでも収支的成果計算が第一義的なものであ
ると強調している。このことは、シュマーレンバッハやワルプが貸借対照表の在高的性格を否定して
いた点とは対照的である。もちろん、シュマーレンバッハの時代には、徹底して静態論と闘わなけれ
ばならなかったという時代的背景はあるにしても、コジナール理論のより一層の純粋化がうかがえる
ことであろう。
　このように、コジオールは複式簿記の地位の強化と貸借対照表との関連の明確化、在高貸借対照表
の意義の説明を通して、成果動態論を実質的に深化させていったのである。
　1）形式的構造については、「収支的貸借対照表論」の翻訳を含んだ、高田正淳訳前掲書参照。
　2）　Kosiol，，Buchhaltung　und　Bilanz“Berlin，1964，　S．53　f．　　　　　　　　　　　　　　　　－
　3）　Kosiol　a。　a．0．　S．54．
　4）　Ibid．　S．54　f．
　5）谷端　長「動的会計論」増補版pp．241－252参照。
　6）　Ibid．　S．55．
　7）　Ibid．　S．55　f．
　8）　Schmalenbach，　E’”Dynamische　Bilanz“13　Aufi，　k61n　und　Opladen，1962．　S。51．
　9）Kosiol，　a．　a．　O．　S，30　f．参照。
　10）　11）　Ibid．　S．33，
　12）　Ibid．　S．81　f．
　13）　Ibid．　S．82．
14）Ibid．　S．82　f．参照。
　15）　16）　Ibid．　S．83，
17）　Ibid．　S．120　f．
18）Ibid．　S．84．参照。
19）Koslol，”Pagatorische　Bilanz“S．2117　f．高田正淳訳P．41．
20）　Kosio星，”Buchhaltung　und　Bilanz“S．84　f．
21）　Kosio1，　a．　a．0．　S．111　f．
三　コジオール理論の形式的深化
　コジオールは実質的深化ばかりでなく、形式的にも深化させていったのであった。それは前に述べ
たように、「簿記と貸借対照表」における簿記の行列表示と、その後の論文「公理的接近」における
コジオール理論の公理的接近との二つの方向にみられる。
　そこで第一に、簿記の行列表示からみると、ここでも組織的単式簿記の例から入っている。「組織
的単式簿記に際して、目的にかなった五つの貸借対照表勘定形式上の十の運動に基づいている。その
場合に、営業の出来事のそれぞれの記帳は、一つのベクトル（一行の行列）を通して五つの構成要素
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（要素、列）で表示される。」Dそして、それぞれの記帳信号はbikという記号を通して特色づけら
れ、そのなかで、iは借方記入勘定を、　kは貸方記入勘定を意味する2）。このため、「五つの勘定類型
（1｝現金（2）債権（3｝貯蔵（4）債務（5）留保は指標をもつ一から五による列を表示する。……収入はベクトルに
おいて積極的な数字として、支出は消極的な数字として定めされる。」3）この結果、記帳ベクトルは一
般に、次のような数値内容を持つ4）（図4）°’
　　　　　　　　　　図4＋現金収入　　一現金支出
　　　　　　　　　　　　　＋前　　収　　入　　　　一償還支　出
　　　　　　　　　　　　　＋戻し収入　　一後　支　出
　　　　　　　　　　　　　＋償還収入　一前支出
　　　　　　　　　　　　　＋後収入　一戻し支出
　さらに、ここから変動貸借対照表ベクトルが明らかになる。「変動貸借対照表ベクトルはそれぞれ
の任意の決算時期について全体の記帳ベク》ルの追加を通して明らかになる。」5）として次のような変
動貸借対照表ベクトルを挙げている6）（図5）。
　　　　　　　　　　図5　Ebim－Sbmi
　　　　　　　　　　　　　Σb2m一Σbm2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（m＝O，1，…5：両方の指標は常に区別される）
　　　　　　　　　　　　　．Σb3m一Σbm3
　　　　　　　　　　　　　Σb4m一Σbm4
　　　　　　　　　　　　　ΣbSm－XbmS
　成果は変動ベクトルから次のように表わされる7）。　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　　　　Σbik一Σbki＝Σbjo－．Σboj
　　　　（i－1，2，…5，k－o，1，…5）（j－1，2，…5）　　　　　　　　　　．
　すなわち、これは、ikともにoでない二面的な記帳は相殺され、ただ一面的な記帳、すなわちi，
kのどちらかが0のときに成果が現われることを示す8）。さらに、在高貸借対照表ベクトルは、開始
貸借対照表ベクトルと変動貸借対照表ベクトルの加法によって得られる9）。
　しかしながら、このままでは運動貸借対照表を表示しえない。そこで、複式簿記をも考慮し、列を
二つに分けると次のような記帳行列が得られる1°）（図6）。
図6 ??????????? ??? 現　金　支　出
償還支　出
後　　支　　出
前　　支　　出
戻　し支　出
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　そして、すべての記帳行列の追加を通して、運動行列が得られるll）（図7）。
　この運動行列から、あらためて変動行列が得られる。「すなわち、それぞれの行における大きな数
字から小さな数字を差し引き、差異をより大きな数字の位置に定める。」12）さらに、収入余剰（積極）
を一番目の欄に、そして支出余剰消極を二番目の欄に配置することによって、在高行列として開始行
列が得られ、開始行列と変動行列の加法を通して、在高行列としての期末行列が得られる13）。
　そして最後に、「われわれが、成果期間に注目すると、次のシェーマの貸借対照表の七つの勘定類
型に基づいて、組織的単式簿記と複式簿記について明らかになる。」14）として、次のような構造シェー
マをかかげる。（図8）
　　　　　　　図8　　　　　　　　　　　現金　　月lj　償還　戻し　後
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支出　支出　支出　支出　支出　収益
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　このように、コジオールは収支的理論に数学的手法を導入し、それぞれの貸借対照表を、行列によ
って表示しようと努力した。ランゲソ（Heinz　Lagen）の「収支的貸借対照表がベクトルの助けを借
りて定式化されることは、興味のあることである。」15）という言葉を借りるまでもなく、コジオールは
会計学の分野に、一つの新しい試みを導入し、組織的単式簿記と複式簿記の関係、運動貸借対照表・
在高貸借対照表・変動貸借対照表の関係などを、より明確にしたのであった。
　第二の形式的深化の方向として、「公理的接近」16）があげられる。これは、一口で言えば、定義
（De丘nitions）、公理（Axioms）、演繹規則（Deduction　rules）、定理（Theorems）によって、収支
的理論を定式化しようとする試みである。この四つの要素は次のように説明される17）。
　1）　用語と表現の定義は、表示の働きの上での前後関係、あるいは組織の特定の用語範囲を表わす公理的不変
　　　あるいは充分に形成された‘定の方式である
　2）公理は、推論のための基礎を提供する、定義されても推論されてもいない、前提された命題の組織である
　　　そして
　3）　演沢規則は計算規則あるいは会計規則の形式であり、定義された用語や定義されていない公理に適用され
　　　る
　4）定理は、充分に形成された一定の方式の、限定された連続によって証明される誘導の論理的結果であり、
　　　そのいずれも公理であり、組織において一つあるいはそれ以上の推論規則によって、以前の一定の方式か
　　　ら推論されたものである（計算）。
　このように、コジオールは、この四つの要素の段階を用いて、運動計算・在高計算・変動計算・複
式簿記とその成果決定・資金計算の五つに分けて、それぞれ公理的構造を明らかにしている。
　このような方法を用いることによって、次のような三つの有利性を得ることができる。「まず第一
に、われわれは、基本的な言語について、定義と構成の両方の規則をなしですませることができる。
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なぜなら、このような文章論的な規則は、受け入れられたものとして前提されうるからである。」「第
二に、定義されていない基礎的用語を述べることは必要とされない。なぜなら、これらの用語は、商
業用語あるいは普通の用語の、受け入れられた用語法に属するからである。」「第三に、専門的な商業
用語を用いることによって、表示は、より理解しやすくなるばかりでなく、公理的組織についての文
章論的な範囲と語義とに関する範囲の両方とも同時に発展する。用語と一定の方式の解釈あるいは意
味は、語義に関する規則によって固定せず、暗黙のうちに前提される。なぜなら、用いられている言語
は、一般に理解されていると仮定できるからである。」18）このように、この方法の利点をあげている。
さらに、このような組織を用いることの意義について、「公理的組織は、すべての組織要素とその関
係の正確な、そして完全な公式化を要求するという重要な有利性i2t持っている。このことは、前提を
ともなうすべての密接な関係の完全な認識を可能にする。」19）と述べている。
　このようにコジオールは収支的理論の正当さを示すために、簿記の行列による表示、あるいは公理
的接近によって、より形式的に収支的貸借対照表論を深化させていった。
1）　Kosiol，，，Buchhaltung　und　Bilanz‘‘S．　69．
2）Kosiol，　a．　a．0．　S．69．参照。
3）　Ibid．　S．72．　　　　　　’
4）　Ibid．　S．73．
5）　6）7）　8）　9）　Ibid．　S．74．
10）　Ibid．　S．77　f．
11）　12）　13）　Ibid．　S．78．
14）　Ibid．　S．80，
15）　Langen，　H：，，Das　mathemathische　Skelett　der　Pagatorischen　Kontentheorie‘‘In：Zeitschrift　ftir
　　Betriebswirtschaft，35　Jg，　Nr．1．1965　S，4L
16）　ここでは、Kosiol，　E：”An　Axiomatic　ApProach　to　the　Pagatoric　Theory　of　Financial　Income
　　Determination“In：The　International　Journal　of　Accounting，　VoL　5，　Nr．2，1970による。なお、興津
　　裕康稿「コジオール収支的損益計算論の公理的接近」会計第102巻第5号、1972参照。
17）　Kosiol，　E：op．　cit．　p．　3．
18）　　Ibid．，　p．3．
19）　　Ibid．，　p．2．
四　むすびにかえて
　今まで、コジオール理論の形式的ならびに実質的深化についてみてきたわけであるが、いま一度、
その実質的意義について考察することによって、コジオール理論の問題点ならびにその積極的評価を
明らかにしよう。
　まず始めに、「組織的単式簿記」の概念が問題となる。行列表示を通しての例示からみると、複式
簿記の通帳行列は、すでに図6で示したようになる。そして、「行列（図6で示した行列＝倉田）に
おいて最後の二つの行（成果勘定）を省くと、5つの行をもつ行列を通して、貸借対照表締切りをと
もなう組織的単式簿記の表示が明らかになる。」1）と述べている。このことは何を示すかと言えば、複
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式簿記から成果勘定系列を差し引いたものが組織的単式簿記なのである。そもそも、組織的単式簿記
においては、相関的取引は二度（二面的に）記帳されるのである。例えば、商品80，000DM（ドイ
ツ・マルク）を現金で購入するとすれば、
　　戻し収入　　80，000DM　　　現金支出　　80，000DM
と記入されるのである。組織的単式簿記を、あえて単式簿記か複式簿記かのどちらかに分類するとす
れば、単式簿記というよりは、むしろ複式簿記の一種の変形といえるのではないだろうか。おそら
く、コジオールの創案した組織的単式簿記は、複式簿記の観念がなければ組織的単式簿記は生まれえ
なかったであろう。また、「二欄の行列を組織的単式簿記と複式簿記についての同形の数字的モデル
と解されるということを認識させる。」2）ということからも明らかである。
　このように、コジオールは組織的単式簿記からその理論展開をするために、複式簿記の説明に際し
て、次のような重要な特色を有するのである。「……すべての財務簿記は、期間的成果決定計算（な
らびに成果利用計算）に高められ、一貫した収支的基礎を意味する。それゆえに、成果決定計算は、
企業の過程期間的な決算において、源初的な有高計算（財産在高と資本在高による決定）に代替しえ
ないものであり、それと並んで、成果計算を区別するものである。なぜなら、成果計算はひとりでに
成果決定のそれぞれの特色において現われる固有の在高計算を従属させるからである。全く重要なこ
とは、このような主従関係は、決算において相並んで、全体としての成果決定計算（貸借対照表）な
らびに、全体としての成果金額をその由来に基づいてより精細に説明する、詳細に記述された成果決
定計算（損益計算書）を提供する複式簿記の表示形式のうちにみずから示すのである。」3）なぜ、この
ような主従関係が存するのかと言えば、それは前にも触れたように、「成果は両方（貸借対照表と損
益計算書一倉田）の締切りにおいて分離し、それゆえ独立に決定される。それにもかかわらず区別が
存する。組織的単式簿記は、それ自身のみで遂行されうる、すなわち独立の組織である。これに反し
て、費用収益計算はそれ自身では展開されえない。複式簿記は組織的単式簿記を前提とし、このこと
から反対記帳を通して得られるものであり、それゆえ従属している組織なのである。」4）と説明され
る。すなわち、ここでは収入支出計算と費用収益計算とは、計算の独立性と実質的従属性が存すると
いうことができよう。
　さらに、歴史的にさまざまな理論を顧慮した後、収支的理論をみずから（2×2）勘定理論と呼ん
でいる5）。すなわち、二つの主要勘定系列と四つの従属勘定系列とか成っているのである。それは、
図示すると次のようになるのであろう。
　　　　　　　　　／積極勘定（財産勘定）
収支的／収嫡定＼消醐定（資本齪）
勘定騒＼成果齪／蜘齪
　　　　　　　　　＼収益勘定
　あるいはまた、現金勘定・債権勘定・債務勘定・貯蔵勘定・留保勘定・費用勘定・収益勘定に基づ
く七勘定類型理論と呼ぶこともできるとしている6）。コジオールは、このように従属勘定はその系列
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の性格によって、いくつにも分類することができるが、主要勘定系列は二つより多くはできないとい
うことを、行列による表示において、すでに示しているということは7）、複式簿記の技術的および歴
史的性格を考慮する上で、注目されることである。
　このように、コジオールは勘定理論をす意識して、収支的理論の展開に際しても個々の取引から説
明し、また具体的な取引例による記帳も説明している。さらに、「記録技術に如何なる内容が盛られ、
会計の計算・記録・表示しようとする対象にとって簿記という形式が如何に適するかを問題にするの
である。」8）という簿記理論についても顧慮があり、「簿記と貸借対照表」という書物の題にもつけら
れているように、シュマーレンバッハにあってはほとんど考慮に入れられていなかった、簿記と貸借
対照表との関係についても説明して、この点においては、シュマーレンバッハあるいはコジオール自
身に向けられていた批判を解消したのであった。
　このように、コジオールはさまざまな批判を理論的深化・展開によって克服してきたのであるが、
なおそこに、教育的効果を考慮した場合の理論的複雑さがある9）。これは、あまりにも精緻な収支的
理論に、その原因を求めることができるであろう。
　最後に、「収支的貸借対照表論」から「簿記と貸借対照表」に至る最大の発展は、これを在高貸借
対照表の内容の強化に求めるのである。
　周知のように、コジオールによれば、実質的な財運動の把握は、それと平行して流れる名目的な財
運動（収入支出）を代用することによって単純に確かに行なわれるのであり、その場合、成果作用的
な支出は費用支出を意味し、成果作用的な収入は収益収入を意味する。そして、費用支出とともに考
慮に入れられる財の消費は費用を意味し、収益収入に適合する財の生成は収益を表示し、収益収入
と費用支出との差異ないしは収益と費用との差異によって、収支的期間成果を明らかにするものであ
る1°）。この場合組織的単式簿記においては、収益収入と費用支出との差異によって成果を決定し、こ
れは差引計算されない運動貸借対照表にその原型を求めるものである11）。このように収支的貸借対照
表論では、運動貸借対照表がその原型なのであるが、コジオールは、前期の成果を容易に把握するこ
とがでぎるために、そして繰越を通して期間継続性を次の期に維持するために12）、在高貸借対照表を
積極的に意義づけるのである。
　「動的貸借対照表論の研究における最近の傾向は、動的会計理論の基礎をなす収支計算もしくは収
支概念の動態的性格と静態的性格に着目し、貸借対照表を動的収支概念（期間的運動量としての収入
額ならびに支出額）に基礎をおく運動貸借対照表と静的収支概念（関連せる収入額と支出額の残高計
算の結果えられる時点的静態量としての収入余剰もしくは支出余剰）に基づく在高貸借対照表に分離
して、それらのもつ性格と職能を分析せんとする方向をとるにいたったことである。」13）という鋭い分
析にもあるように、コジオールのこの方向は、まさに収支概念の動的なるものと静的なるものの二面性
から、貸借対照表の動的・静的な二つの類型を表示しているのである。このことはまた、「企業の経
済活動ないし状態のどのような側面が、どのような計算構造をとおして、どのように計算表示（計算
構造の運用）されているかについての、それらのむすびつきの特殊性を明らかにすることにある。」14）
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という観点からみても、ただ単に計算構造から収支的に証明するだけでなく、現実に適応して、具体
的・実質的に貸借対照表を規定しようとするものである。
　さらにこのことは、「理論の内面的な論理構造に盾矛なきゆえをもって、その真理性を主張するこ
とはできない。理論はこれを実践化して、それが現実において実践的要求に適応するや否やを吟味す
ることによって、初めてその真理性の証明がなし得るのである。」15）と言われたことに関連して、コジ
ナールは収支的理論を、抽象を通して、収支計算によって貸借対照表において成果が決定されうるこ
とを、運動貸借対照表を通して一組織的単式簿記の組織を通して一証明し、さらに在高貸借対照
表を通して、収支的理論を実現に適応しようとしたのであるということができるであろう。
　以上、コジオールの収支的理論を考察してきた。コジオールは、シュマーレンバッハが一元的に貸
借対照表をとらえようとしてついになしえなかったことを、収支概念を動的・静的に分けることによ
って、あくまでも運動貸借対照表によって動的（一元的）に規定した。またさらに、このように動的
に規定された運動貸借対照表に基づいて、第二義的に、在高貸借対照表をも意i義づけたのであった。
そして、複式簿記と貸借対照表との関係も考慮に入れることによって、コジオールの収支的理論は、
この「簿記と貸借対照表」をもって形式的・実質的に完成したと言えるだろう。それとともに、いわ
ゆるケルナーシューレにおける成果動態論の完成もここにみれらるのではないだろうか。
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　4）　Ibid．　S．55．
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　8）木村重義「会計学原論」同文館　昭29p．78．
　9）なお、武田教授も次のように述べている。「コジオール学説は理論的に精緻な構成をもつものであり、理
　　　論的かつ明快であるが、実際の適用可能性の面から若干複雑であり、実務上当をえたものではないであろ
　　　う。」（「貸借対照表資金論」p．142）
　10）Kosiol，　E：a．　a．　O．，　S．18．参照。
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　13）武田隆二　前掲書　P．154．
　14）　蔦村剛雄「資産会計論」p．4．
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